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令和３年８月25日（水曜日）

午前10時30分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和３年度宮崎県一般会計補正予

算（第12号）

○報告第２号 専決処分の承認を求めることに

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 日 髙 陽 一

副 委 員 長 太 田 清 海

委 員 坂 口 博 美

委 員 濵 砂 守

委 員 二 見 康 之

委 員 窪 薗 辰 也

委 員 来 住 一 人

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（１人）

議 員 重 松 幸次郎

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 横 山 浩 文

商工観光労働部次長 丸 山 裕太郎

企業立地推進局長 山 下 弘

観光経済交流局長 横 山 直 樹

商 工 政 策 課 長 児 玉 浩 明

経営金融支援室長 海 野 由 憲

雇用労働政策課長 兒 玉 洋 一

観 光 推 進 課 長 飯 塚 実

オールみやざき営業課長 吉 田 秀 樹

事務局職員出席者

政策調査課主幹 田 辺 幸 信

議事課主任主事 牛ノ濵 晋 也

○日髙委員長 ただいまから商工建設常任委員

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。お手元に配付いたしました日程案のとおり

でよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

次に、本委員会に付託されました議案等につ

いての説明を求めます。

なお、今回は、議案第１号について説明を受

けた後に質疑を行い、その後に報告第２号に移

り、また説明と質疑を行いたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

○横山商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。

委員の皆様には大変お忙しい中、この補正予

算の御審議をいただきまして、誠にありがとう

ございます。

現在、本県では新型コロナウイルス感染症の

第５波を受けまして、県独自の緊急事態宣言を

発令し、県民、事業者の方々に大きな御負担を

おかけしているところでございますけれども、

御案内のとおり、本県にまん延防止等重点措置

が適用されることが確実な状況となってござい

ます。本日行われます国の対策本部会議におき

まして正式に決定される予定となっております

が、今回の補正予算は、本県でまん延防止等重

点措置地域が設定された場合等の対策を講じる

ための予算措置をお願いするものでございます。

あわせまして、県独自の緊急事態宣言により
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まして、県全域で外出自粛等をお願いしている

ことを踏まえ、経済的影響を受けている事業所

に広く支給をします県内事業者緊急支援金に係

る予算を今月13日に専決処分をさせていただき

ましたので、今回その御報告をさせていただき

たいと考えております。

座って説明をさせていいただきます。

常任委員会資料の１ページを御覧ください。

議案第１号「令和３年度宮崎県一般会計補正

予算（第12号）」でございますが、商工観光労働

部の一般会計歳出につきまして、表の左から補

正前の額607億1,742万6,000円に補正額１

億5,291万4,000円を増額いたしまして、補正後

の額が608億7,034万円となってございます。

２ページでございますけれども、課ごと、予

算ごとの金額を掲載させていただいております。

６ページをお開きください。

報告承認事項の概要についてでございます。

報告第２号「令和３年度宮崎県一般会計補正

予算（第10号）」でございますけれども、商工政

策課の県内事業者緊急支援事業、９億9,433

万8,000円を８月13日に専決処分したものでござ

います。

個別の事業につきましては、それぞれ担当課

長から説明をさせますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

○児玉商工政策課長 商工政策課です。

議案第１号「令和３年度宮崎県一般会計補正

予算（第12号）」について御説明いたします。

お手元の令和３年度８月補正歳出予算説明資

料の青いインデックス、商工政策課のところ、

９ページをお開きください。

補正額は、左から２列目の補正額の欄にあり

ますとおり、一般会計3,035万3,000円の増額補

正をお願いするものであります。補正後の一般

会計の額は、右から３列目の欄にありますとお

り、484億6,030万9,000円となります。

ページをめくっていただきまして、11ページ

をお願いいたします。

補正の内容ですが、（事項）地場企業振興対策

事業費につきまして、説明欄１、飲食関連事業

者等緊急支援事業をお願いするものです。

事業の詳細につきましては、常任委員会資料

で御説明いたします。恐れ入りますが、常任委

員会資料の３ページをお願いします。

飲食関連事業者等緊急支援事業でございます。

１の事業の目的・背景ですが、飲食店等への

営業時間短縮要請により、直接的に大きな影響

があった事業者に対し、これまで飲食関連事業

者等支援金を支給しておりますが、今後、現在

は８月31日までが時短要請の期間となっており

ますけれども、９月以降に時短要請が延長され

た場合においても、引き続き支給し、事業継続

を支援するものであります。

２の事業の概要ですが、3,035万3,000円の増

額補正をお願いしておりますが、この積算につ

いては後ほど御説明いたします。

補正後の予算額は、２億7,139万8,000円とな

ります。財源は全額、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金の事業者支援分を活

用したいと考えております。

（５）事業内容でありますが、支給対象者は

これまでと同様であり、支給額も１事業者当た

り月額10万円であります。

３の事業の効果ですが、飲食店等の営業時間

短縮により特に厳しい環境に置かれた飲食関連

事業者等を下支えし、事業継続を図りたいと考

えております。

３ページの下のほうに事業のスキーム図を載

せておりますが、これまでと同様となっており
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ます。

４ページを御覧ください。

４、これまでの支給実績と見込みの欄でござ

います。

この表は、これまでの飲食関連事業者等支援

金の予算上の積算と、実際の支給実績及び現在

支給事務をしているものの見込件数をお示しし

ております。今年１月から２月、第３波の際に

は7,250件分を見込んでおりました。

これは、この表には記載しておりませんが、

昨年の春、第１波の際に、75％以上の減収のあっ

た事業者に支給しました小規模事業者事業継続

給付金が当初3,500件を想定していたものの、最

終的には7,618件の申請をいただき、２度の補正

増をお願いした経緯もあり、当時見込まれる最

大限の見積りを行った結果でございます。

しかしながら、実際の支給件数は、表の上か

ら３段目に記載のとおり917件にとどまっており

まして、一番下に記載のとおり、6,333件の執行

残が出ております。

要因として考えられますのは、第３波以降は、

昼間の時間帯も含めた休業要請ではなく、夜間

の時短要請であったこと。第１波の際と比較し

て、人の流れがそこまで激減していなかったこ

となどが考えられます。

今年の１、２月分につきましては、今年３月15

日から年度を越して５月末まで受付を行ったた

め、全額、財源である令和２年度のコロナ臨時

交付金を繰越ししております。

そのため、6,000件余の執行残につきましては、

国にも確認をいたしましたが、今年度の時短要

請に起因する支援金に充当してはならないとい

うことであり、現状においては、大変申し訳な

いことでありますが、残額として国にお返しせ

ざるを得ない状況となっております。

このため県としましては、国に対して基金へ

の積立要件の緩和など、何とか本県で財源を有

効活用できる形にしていただけないか、引き続

き要望してまいります。

続いて、今回の補正額の考え方について御説

明します。

表に記載してありますとおり、今年度に入り、

４月、５月、６月分で予算を計上させていただ

きました。

それぞれ表の上から２番目のＡの行のとおり

支援件数を積算しておりますが、上から３番目

のＢの行のとおり、１、２月分及び４月分の実

績が出ましたことから、その状況を踏まえ、現

在支給事務を行っております５月分、６月分の

見込みを立てております。その結果、太枠で囲っ

ている件数を足して、合計1,565件分ほど予算に

余裕があると見込んでいるところであります。

一方、表の下の米印のところですが、今後支

給を行う８月分、また、仮に時短要請が９月に

及んだ場合に必要となる件数としまして

は、1,840件を想定しております。

この1,840件から活用可能な1,565件を差し引

きますと275件、2,750万円が不足いたします。

この額に、支給に要する事務費と合わせまして、

今回、3,035万3,000円の補正をお願いしている

ところでございます。

次に、５のまん延防止等重点措置の対象となっ

た場合のところですけれども、国が支援する月

次支援金は、本県のような、国によるまん延防

止重点措置等に先駆けて、県独自に時短要請を

かけた場合には対象となりません。

県ではこれまで、ほかの同様の状況にある道

府県と一緒になって、国に対して月次支援金の

対象とするよう要望を行ってきたところであり

ますが、実現には至りませんでした。このため、
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県独自の支援策として、現在の飲食関連事業者

等支援金を創設した経緯がございます。

なお、国の支援金のスキームは点線の四角囲

みにありますとおり、前年または前々年同月の

売上げから当該年度の月の該当する月の売上げ

を差し引いた額が支給されますが、法人は20万

円、個人は10万円の上限がございます。

一方、県の支援金は、手続の簡素化や事業者

の分かりやすさの面から、一律10万円の支給を

させていただいております。

今後、仮に本県の一部が重点措置地域となり

ますと、その地域での飲食店等の営業時間短縮

に係る経済的影響については、国からこの月次

支援金が支給されることになります。その場合、

国の支援金が申請できる事業者の方は、基本的

には国の支援金を申請いただき、県の支援金と

の併給はしない方向で整理したいと考えており

ますが、事業者によっては県の支援金のほうが

有利な場合もありますので、事業者が有利なほ

うを選択できるようにしたいと考えております。

具体的には、一番下の想定されるケースのと

ころを御覧ください。

一番左側、事例①の個人事業者Ａは、２年前

の８月の売上げが12万円、今年８月の売上げが

５万円であった場合、国の支援金では支給額が

その差額の７万円となりますが、県の支援金で

あれば10万円支給できますので、県の支援金を

選択できるようにしたいと考えております。

真ん中の事例の②ですが、法人Ｂは、２年前

の収入が30万円で、今年の収入が10万円ですの

で、差額が20万円になります。国の支援金の上

限額が法人の場合は20万円になりますので、法

人Ｂの場合は国の支援金を選択していただきた

いと考えております。

最後に、事例③の個人事業者Ｃは、７万円だっ

た売上げが３万円に減少したケースであります。

この場合、国の支援金では差額の４万円が支給

されますけれども、県の支援金では、財源が限

られる中、もともとの売上げが10万円以上ある

ことを条件にしており、支給対象外となります

ので、国の支援金を選択していただきたいと考

えております。

以上、今後、まん延防止等重点措置の対象と

なった場合にはこのように運用したいと考えて

おります。

私からの説明は以上であります。

○吉田オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課からは、酒類販売事業者等緊急支援事

業について御説明をさせていただきます。

お手元の令和３年度８月補正歳出予算説明資

料のオールみやざき営業課のインデックス、13

ページをお願いします。

オールみやざき営業課は、今回の８月補正額

としまして、１億2,256万1,000円の増額補正を

お願いしております。補正後の額は、右から３

番目の欄になりますが、11億761万7,000円とな

ります。

15ページをお願いいたします。

ページ中ほどの（事項）地場産業総合振興対

策費の説明欄１のところ、新規事業、酒類販売

事業者等緊急支援事業１億2,256万1,000円であ

りますけれども、内容につきましては、別冊の

常任委員会資料で御説明をいたします。

恐れ入りますが、常任委員会資料５ページを

お願いいたします。

１の事業の目的・背景でございます。

この事業は、国のまん延防止等重点措置が本

県に適用されました場合に、飲食店等での酒類

提供自粛要請によりまして、大きな影響を受け

ます酒類販売事業者等に対しまして、国の月次
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支援金への上乗せ及び要件緩和により支援金を

支給し、酒類販売事業者等の事業継続を可能と

するものでございます。

２の事業の概要であります。

予算額は１億2,256万1,000円をお願いしたい

と考えております。

財源は、地方創生臨時交付金の協力要請推進

枠及び事業者支援分の活用を予定しております。

（５）事業内容であります。まん延防止等重

点措置が本県に適用された場合、適用区域の飲

食店等と取引を行っております酒類販売事業者

等で売上減少額が50％以上となった場合、国か

ら月次支援金が支給されることとなりますけれ

ども、県におきましても、売上減少割合に応じ

た上限額の範囲で独自に上乗せを行うものでご

ざいます。

また、月次支援金におきましては、前年また

は前々年の同じ月と比較しまして、売上額が50

％以上の減少となった事業者を支給対象として

おりますけれども、県におきましては、売上減

少額が30％以上減少した場合、あるいは重点措

置の対象月及びその前の月の売上減少割合が二

月連続で15％以上減少した場合に、法人は月に10

万円、個人は５万円を限度に支給することとし

まして、より広い事業者を対象に支給したいと

考えております。

支給額につきましては、（５）②の支給額（月

額）と書かれた箇所になりますけれども、上限

額の範囲内で、前年または前々年の売上減少額

から月次支援金を控除した額を支給いたします。

支給金額の例を図の下に記載しておりますの

で御覧ください。

例えば2019年９月の売上げが100万円、今年度

９月の売上げが40万円であった法人を例に取り

ますと、100万円から40万円を引きまして60万円

の減少額ですので、減少割合を60％と設定いた

します。この場合、月次支援金が20万円支給さ

れますので、差引き40万円が減少額となります

けれども、減少割合が60％の場合は、上限額が20

万円となりますので、20万円が支給されるとい

う計算となります。

最後に、３の事業効果でございますけれども、

この事業によりまして、酒類販売事業者等の事

業継続が図られるものと考えております。

オールみやざき営業課からの説明は以上です。

○日髙委員長 議案第１号の説明が終了いたし

ました。

皆様から質疑はございませんでしょうか。

○二見委員 飲食関連事業者等緊急支援事業に

ついて、予算の積算と実績の差があったという

ことで先ほど説明がありましたが、なぜそれだ

けの差が出たのかというところをもう一度お聞

きしていいですか。

○児玉商工政策課長 昨年１月から４月、５月

にかけてのコロナの第１波の際には、小規模事

業者の事業継続を支援するための給付金という

ことで3,500者分を予算化したところでございま

したが、実際は何度も補正のお願いをいたしま

して、結果として、7,618者に支給をさせていた

だいたということがございます。

今年１月、２月に初めて時短の要請を行った

んですけれども、そのことを踏まえまして、7,250

者ということで積算をさせていただいたところ

でございます。

ただ、結果として、実績が917件ということで、

私どもの見積りよりも少ない結果になったこと

も踏まえまして、今回の８月、９月分の増額の

予算につきましては、積算をもう一度し直した

ところであります。ただ、結果として、１月、

２月分について、予算上の積算よりも実績が少
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なく、執行残がこのように生じているというこ

とについては大変申し訳なく感じております。

○二見委員 結果は結果で受け止めなければな

らないんでしょうけれども、お聞きしたかった

のは、今回の見込みの出し方はどのようにされ

たのかということです。

○児玉商工政策課長 今回の見込みにつきまし

ては、今年の１月から２月が県全域で917件でご

ざいましたので、一月当たり920件で、８月と９

月の二月分で1,840件分必要だろうと考えたとこ

ろです。もともとが、今年１、２月で917件です

ので、それより少し余裕はあるのかなと思うん

ですけれども、ただ、経済的な影響が長期化し

ていく中で、一月当たり920件ということで見積

りをさせていただいたところでございます。

○二見委員 我々もいろんな業界の方から話を

聞いていた中で、これだけ差が出るというのは

意外な部分もあったんだけれども、想定してい

るのが飲食店と取引のある業者の方々、そして

タクシー事業者と代行事業者というところで、

ここ辺の事業者については、かなり厳しい状況

に置かれているというのは間違いないと思うん

ですよ。

でも、それ以外のところが数多く含まれてし

まっていたのかなと見てとれたんですけれども、

今回の917件というのが、どういう業界であった

かという精査はされていらっしゃるんですか。

○児玉商工政策課長 その点については、私た

ちも分析を進めているところなんですが、個人

タクシーや代行運転などの、個人で事業をされ

てらっしゃるような方々が多く申請いただいて

おります。さらに多いのは、飲食店等で接待に

当たられる方で、そういった方々が個人事業者

ということで、飲食店と契約を結んでいて、相

当数占めているという状況でございます。ほか

には、お酒等を卸している酒販店からも申請は

ございました。

○二見委員 確認ですけれども、今回の８月、

９月も同じようなところから上がってくるであ

ろうという想定であるわけですね。

○児玉商工政策課長 今年の１月、２月の実績

等を踏まえ、また最近の状況も踏まえまして、

同じようなところから申請が上がってくるのか

なと考えております。

○坂口委員 その仕組みはよく分かったんです

けれども、問題は、経営を支援するという目的

のお金ですよね。申請者が極端に少なくなった

ということは、何とか経営がやっていけるよと

いうことなのか、それとも条件のハードルや設

定自体が現場に合っていない部分があって、やっ

ぱり経営はますます苦しくなっているか、そこ

らはどんな具合に分析されていますか。

○児玉商工政策課長 この支援金を支給するに

当たりましては、支援金を支給した上で、今後

も事業継続をするという意思を示していただく

必要がございます。ただ、実際、その後に事業

を継続されているかどうかという確認まで全て

できているものではございません。

余談ですけれども、身近なところの商工会と

か、商工会議所等で受付等の支援していただい

ているので、その関係で、これをきっかけに加

入されるというような方々も出てきています。

今委員がおっしゃった、これがさらに事業継

続につながっているかという点につきましては、

申請をいただいている方の名前を我々ずっと見

ているところなんですが、大体同じような方が

続けて申請されていますので、継続されている

方は継続されているんだと思います。

ただし、実際のところで、事業を中断されて、

結果、この支援金の申請に至らないという方も
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いる可能性はあると考えております。

○坂口委員 とにかく経営を何とかやっていき

たいという経営継続のための支援と、もう一つ、

いろんなことをお願いして、それに協力してく

ださいねというための財源の支援と、２通りあ

ると思います。

この場合は、あくまでも何らかの形で生き残っ

ていただくという趣旨だから、そこのところを

把握しながら、これで足らざるところあれば、

協力金と支援金の枠の中での使い分けをしなが

らやっていかないと、申請できる状態からもな

くなってしまったということで申請者数が減っ

てくるんだったら、これは問題が大きいと思う

んですよ。だから、そこを分析しながらやって

いっていただいたほうがいいかなと思います。

○児玉商工政策課長 まさに委員のおっしゃっ

た視点というのは重要な点だと思っておりまし

て、私ども、商工会と商工会議所の御協力をか

なりいただいております。これまで何度かにわ

たってこの支援をしてきている中で、実際、ど

ういった支援が事業者にとって必要なのかを経

営指導員の方たちなどから聞き取りを行ってい

るところです。そういった聞き取りの内容を、

今後、我々が事業を考えるときの内容に少しで

も反映させていけるように頑張っていきたいと

考えております。

○窪薗委員 恐らく、まん延防止等重点措置の

指定を受けるということで、昨日、今日、ニュ

ース等で出ているわけですけれども、こうなっ

た場合に、支援の申請先が国と県に分かれると

思うんですが、どうなるのでしょうか。

それともう一点は、このような実績の執行残

について、どういった考え方なのか。二点お願

いします。

○児玉商工政策課長 まず窓口なんですけれど

も、飲食関連事業者の支援金につきましては、

現在も商工会議所と商工会に御協力をいただい

ておりまして、私ども県の支援金につきまして

は、商工会議所と商工会に今後も御協力いただ

けないかということで相談をさせていただくよ

うに考えております。

あと、国の月次支援金というものが出てまい

りました。国の月次支援金につきましては、最

初に申請する際に、その事業者の確認をするこ

とが必要になるんですけれども、その確認をす

る機関というのは、今、それこそ私どもがお願

いしている商工会議所と商工会です。ですから、

最初にそういったところに事業者さんは御相談

をしていただく必要がございます。

県は商工会や商工会議所の御協力をいただい

て、いろいろ御相談等があれば、コールセンタ

ーを設置しておりますし、その辺のサポートを

していきますが、国は国でサポートセンターと

いうものを設けており、国の月次支援金につい

ては、そのサポートセンターを御利用いただく

ことになります。

私どもは、もともと国が認めてくれなかった

ので、月次支援金に代わる県独自の取組という

ことで飲食関連事業者支援金という、飲食店と

直接取引のある事業者を支援するための仕組み

をつくったんですけれども、月次支援金になる

と、少し幅広くなります。御説明しましたとお

り、事業者によっては、どちらか選択したほう

が有利な場合もあるものですから、今回、制度

の周知のための広報の予算もお願いしていると

ころでして、事業者に分かりやすく広報、周知

を図ってまいりたいと考えております。

執行残の関係につきましては、今年の１月、

２月の分は、繰越しをしております。これは、

国に確認をしましたけれども、今年度、４月以
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降いろいろ事業者に行っている支援の財源に充

てることはできないと聞いております。

ですから、今年の１月、２月分で予算を取り

まして、約15億円ほど繰越しさせていただいた

ところで、まだ補助金の額等で確定していない

部分があるんですけれども、十数億は執行残が

残るかと考えております。財政当局とも相談さ

せていただきながら、県といたしましては、例

えば基金に積み立てて、それを有効活用して、

ほかの事業に充てられるようにできないかとか、

そういった要望を国に対してはしているところ

なんですけれども、このままいきますと、１、

２月分で繰越しさせていただいた予算につきま

しては、国にお返しをせざるを得ないという状

況です。

一方、今年の４月以降の予算はまだ現在執行

中のものでありますので、やりくりさせていた

だき、予算の執行状況を見ながら、使途につい

てはまだ検討することができるということに

なっております。

○窪薗委員 ５ページの酒類販売事業者等緊急

支援事業ですけれども、今までは売上げが50％

以上減少という要件でしたが、今回、30％から50

％減少という枠が別枠としてあるということで

ございます。売上減少割合が47～48％なんてい

う事業者がかなりあったと思うんですけれども、

そういう今まで該当されなかった方がこういっ

た枠で該当するようになったということは、あ

りがたいなと思っているところでございます。

そのような中で、これも恐らく商工会が窓口

になると思うんですが、申込みの方法などがな

るべく簡素化できないかなと思っているところ

なんですけれども、そういったものはどういう

ふうになっているんでしょうか。

○吉田オールみやざき営業課長 酒類販売事業

者等の緊急支援でございますけれども、この要

件緩和部分も含めまして、上乗せ分につきまし

ては、月次支援金の上乗せと整合性を取る必要

がございますので、どのような制度設計にする

かは、これから考えさせていただきたいと思っ

ております。委員御指摘のとおり、いろんな制

度が並立していたり、分かりにくい部分もござ

いますので、事務局をどちらにお願いするのか、

県が直営でするのか。今、お話をさせていただ

いているのは、例えば酒販組合にお願いするこ

とができないかとか、いろんなことを検討させ

ていただいておりますけれども、きちんと広報

をさせていただいて、なるべく簡素な申請で支

給ができるようなやり方を検討してまいりたい

と思います。

○太田副委員長 国に対しては、残額を基金と

して使えるようにならないかというのは、自治

体で財政運営をする人から見れば、もったいな

いなという思いと、当初はこれだけは要るぞと

いう善意で見込んだわけだから、その辺を国も

認めてもらって、いわゆる基金扱いなど、年度

越えてもある程度柔軟な扱いをできるようにな

るといいなという思いがあります。

国がそれを堅く認めないというのは、もしか

したら過大に予算組みをして、そして基金とし

て自治体が取っておくというような、予算組み

のモラルハザードみたいなものを誘発してしま

うという視点もあるのかなという感じもするも

のですから、その辺の信頼関係をうまく築きな

がら、柔軟に予算が使えるようにしていっても

らいたいなという気がしております。

国が悪いという意味じゃないんですが、国は

国として、自治体が予算を組むときに、しっか

り組んでほしいよというようなメッセージもあ

るのかなと思うんですけれど、モラルハザード
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的なものが発生しやすくなってしまうのかなと

いうふうにも考えていますので、その辺につい

て、もし所感があればお伺いしたいと思います。

○児玉商工政策課長 大切なお金ですので、使

う当てのないもののためにいたずらに残してお

くというようなことは、そもそもあってはなら

ないことだと思います。

その中で、今回は県としても初めての支援を

させていただく中で、積算が非常に難しかった

ところです。しかも、１、２月分については、

年度末にかけた作業の中での予算取りでござい

ました。なので、もう少し期間の余裕があれば、

途中での補正とか、そういったことも可能であっ

たのかなと考えております。

私どもが基金の積立要件の緩和をぜひお願い

できないかなと考えておりますのは、今後の事

業者の支援をするに当たりまして、事業者がい

ろんな投資をするときには、中長期的な計画等

に基づいて投資計画なんかも練られるのかなと

考えておりますので、そのときに県の支援が単

年度なのか、それとも基金的な予算が確保され

ることによって複数年度の支援も可能になるの

かというのは大きな選択肢の一つだと思います。

そのことも踏まえまして、当然目的等につい

てはしっかりしたものをつくらないといけない

と思いますけれども、そういう中長期的にも支

出ができるような性質の財源にしていただけな

いかなというところで、引き続き財政当局とも

相談しながら、国には要望してまいりたいと考

えております。

○坂口委員 何度補正をやるか分からないとい

うやり方で対処対処でやってきましたが、これ

はもともとが地方創生臨時交付金ですよね。そ

うなると、そこで緊急性があるものに支出した

残りは、国が言うとおり一旦返すべきだと思う

んですね。そして、新たな課題に向けての財源

確保を別行動でやらないと、これは二兎を追っ

て一兎も得れないという、物すごいリスク背負っ

ていますから、ここは財政方と慎重に協議して

いきながら、結果よしの選択をして、全国で、

オールジャパンで取り組んでいかないと。

もったいないお金だけれども、これは国にとっ

ては使わせてはいけないお金だと思うんですね。

これがまかり通ると、今後水増し予算というも

のが出てくる。国はそれを一番警戒するところ

だし、あってはならんことです。それよりも、

次の第６次、７次の補正で新たなものをしっか

り求めていくということも考え方の一つですの

で、財政方を中心に、しっかりと戦略を練って

やっていかれたほうがいいと思います。

○児玉商工政策課長 承知しました。そういっ

た考え方の下に、財政当局と慎重に協議してま

いりたいと考えています。

○有岡委員 現場の声としてお伝えしたいと思

うんですが、コロナとの共存ということがこれ

からの課題になってくる中で、コロナとどうやっ

て共存して事業に取り組めるのかということで、

例えば地元にあります日機装が作っていらっ

しゃる、エアロピュアというコロナの活動を停

止させる発光ダイオードといった機械もありま

す。

そういった前向きな投資─コロナとどのよ

うに共存して仕事ができるかという分野への支

援も今後考えていっていただきたいというのが

ありましたので、ぜひ第６波に向けての次の対

策として検討いただければありがたいと思って

います。

○日髙委員長 飲食関連事業者等緊急支援事業

と８月補正でありました、どの企業でも50％以

上売上が減少した場合に10万円が交付される県
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内事業者緊急支援事業は、一緒に申請すること

は可能なんでしょうか。

○児玉商工政策課長 今回御説明しました国の

月次支援金と県が独自に創設している飲食関連

事業者等の支援金はどちらか有利なほうを選ん

でいただけるようにしたいと思っていますが、

この後御報告申し上げます、県内事業者緊急支

援事業は併給が可能ということになります。

例えば飲食関連事業者で支援金をもらわれた

方は、当然50％以上売上が落ちていますので、

全事業者を対象とした県内事業者緊急支援事業

の支援金10万円も受給できるので、合わせて20

万円ということになります。

法人の事業者であれば、月次支援金のほうが

上限が20万円で大きいですので、月次支援金の20

万円を受給していただいた上で、県で支援して

いる10万円の分も一緒に受給していただくこと

ができますので、合計30万円を受給することが

できるということになります。

○日髙委員長 関連業者の方々から、飲食店に

関しては１日当たり３万円から10万円で、大手

については20万円と予算の大きさがかなり違う

んじゃないですかという話もありますので、そ

の辺りも説明をしっかりとしていただきたいと

思います。

そのほかよろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、次に、報告第２号の

説明を求めます。

○児玉商工政策課長 商工政策課です。

常任委員会資料の６ページを御覧ください。

報告承認事項、専決処分の承認について御説

明いたします。

これは、８月13日に専決処分いたしました報

告第２号「令和３年度宮崎県一般会計補正予算

（第10号）」について承認をお願いするものです。

県内事業者緊急支援事業は、県独自の緊急事

態宣言による行動要請により影響を受ける各事

業者に対し、１事業者当たり10万円を支給する

事業で、今年５月９日に発令した緊急事態宣言

に係る影響分については、５月臨時会において

提案をさせていただき、議決をいただいたとこ

ろでございますけれども、去る８月11日に再度

の県独自の緊急事態宣言を発令したことに伴い、

事業実施に必要な予算、９億9,433万8,000円を

追加し、専決させていただいたものであります。

資料の７ページに、その内容について記載し

ております。３の事業の効果の下に図がござい

ますが、こちらについても商工会、商工会議所

等に御協力をいただいて支給事務に当たってい

きたいと考えております。

○日髙委員長 報告第２号の説明が終了いたし

ました。

質疑はございませんでしょうか。

○来住委員 この県内事業者緊急支援事業につ

いて確認させてください。

県のホームページから頂いた資料で支給の対

象者が、次の全てを満たすことということで、

９つの項目があります。その９項目の中の３つ

目は、宮崎県内に本店または主たる事業所を有

することとなっています。それで、具体的には、

宮崎県民で都城市にお住まいの方が曽於市でお

でん屋さんをしていて、その人はこの事業に該

当するということだったんです。

しかし、改めて私がこの要綱を見たときに、

宮崎県内に本店または主たる事業所を有すると

いうことは、取り方によっては、その人は鹿児

島県にお店を持っているから、それはあくまで

も店であって、本店または主たる事業所は住ん

でいるところを見るというふうにも受け取れる。
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しかし、逆に鹿児島県でお店していますから、

それがいわゆる主たる事業所になるんじゃない

かというのもあって非常に曖昧です。

申請の手続を加勢してあげようと思ったんで

すけれども、県会議員が守らなきゃならんこと

を唆して守らずに申請したなんていうことに

なったら、えらいことが起こると思いまして、

その方も今回はやめましょうと言われるもんだ

から、僕も自信がなくなりまして今は止めてあ

りますけれども、担当課の方との電話でのやり

取りでは申請できるということでした。

この３の宮崎県内に本店または主たる事業所

を有することというのは、具体的にはどういう

ことかということを明確にしないといけないと

思います。私はこうやって皆さんに聞いたりす

ることができるけれども、一般のお店を持って

いる人が、これを見た感じでは、自分は対象に

ならないなと思って申請をされない人が出てく

るんじゃないかなという心配をしています。こ

れは、今回出されている報告第２号とも関連し

ますので、ここひとつ明確にしてほしいと思い

ます。

○児玉商工政策課長 この件につきましては、

何度か御相談をいただいておりまして、一生懸

命対応をさせていただいたところでございます。

申請の要領ということで今御紹介があったとこ

ろでございます。８月分の記載方法については、

今そういった様々な状況がある方もいらっしゃ

るので、分かりやすい内容となるように、現在

協議をしているところでございます。ありがと

うございます。

○来住委員 例えば串間市の人が志布志市にお

店を持っているとか、えびの市の人が湧水町に

お店を持っているとか、都城市の人が曽於市に

持っている、五ヶ瀬町の方が蘇陽町に持ってい

るとかという点では、そんなにたくさんはない

と思うんですけれども、そこは何とかしっかり

してあげないと。その方は、鹿児島県の援助も

全く受けられず、宮崎県の援助も何も受けられ

ないと言われていましたので。

だから、このままじゃまずいんじゃないかな

と。これは僕が動揺したぐらいですから。うち

の前屋敷議員と２人で検討したときも、２人と

もこれは引っかかるんじゃないかとなりました

ので、ここは明確にひとつ、改めてください。

お願いします。

○児玉商工政策課長 個別にいろいろ御相談等

がありましたときには、丁寧に対応させていた

だいているところでございます。個別事例に入

るとあれなんですけれども、先ほどの鹿児島の

事例につきましては、当方から鹿児島県に確認

を行いましたところ、鹿児島県で支給できると

伺っております。

まさに委員がおっしゃったように、それぞれ

の事業者が置かれている状況によって分かりに

くい点もあろうかと思いますので、内容につい

てはまた協議してまいりたいと思います。あり

がとうございます。

○日髙委員長 関連でございませんでしょうか。

よろしいでしょうか。そのほかよろしいでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、以上をもって商工観

光労働部を終了いたします。執行部の皆様、お

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時26分休憩

午後０時59分再開

○日髙委員長 委員会を再開いたします。
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まず議案の採決を行いますが、採決の前に、

賛否も含め御意見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時０分休憩

午後１時０分再開

○日髙委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号及び報告第２号につきましては、

原案のとおり可決または承認することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号及び報告第２号につきましては、原

案のとおり可決または承認すべきものと決定を

いたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。

その他で何かありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、以上をもって委員会

を終了いたします。お疲れさまでした。

午後１時０分閉会
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